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１．はじめに
観光事象を分析した文献・論文についてはこれまで多くの研究蓄積がある。しかし観光
学の体系化については、現段階に至っても必ずしも十分行われたとは言い難い。言い換え
ると、ディシプリンが経済学であれば、経済学的観光学があるいは観光分析、観光施設で
あれば建築学的（あるいは土木工学的）観光学等々は存在するが、我が国において、総合
的・学際的な視点からの観光学、あるいは観光理論（テキストを含めて）の構想はようや
く近年にいたってのことである。本論文は、
第一に、21世紀に入って刊行された諸文献から、筆者が重視する総合的・学際的視座に
基づいた観光学の体系化を企図している岡本伸行編『観光学入門―ポスト・マス・ツーリ
ズムの観光学』（有斐閣アルマ、2001年）に焦点を据え、今後の観光学の新たな方法的展
開について検討することにある。（１）
第二に、検討した観光学の方法、分析枠組みに基づき、小樽市の観光およびそれに関連
する事象を分析することで、単一のディシプリン､すなわち社会学のみでは十全な分析がで
きないことを明らかにする。観光学が学際的・総合的性格であることを示すためである。（２）
２．観光学の性格・対象
これまでの｢観光｣と銘打った研究は、観光事象を構成する様々な要素の内、一つないし
は二つの要素を対象化し、自らが依拠する学問的方法によりそれを分析するという段階に
止まっていて、ディシプリン相互の協働は必ずしも多くなかった。つまり社会・文化事象
を単一のディシプリンで分析し、その方法と理論を精緻化することに腐心してきたといっ
てよい。このこと自体はその学問領域の存在事由を示すことであり、総体的な認識像をよ
り厳密化するという意味で決して否定すべきものではない。しかし、観光事象を構成する
宿泊施設をとってみても、仮に社会学的視座と方法で分析するのには自ずから限界がある。
なぜなら施設の構造と機能が観光客にどのような満足を与えているのかについては建築学、
心理学、社会学、経済学等の多面的視座からの分析（＝学際性）とそれを踏まえた更なる
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協働作業（＝総合性）がなければ厳密な認識像の獲得は不可能である。観光事象の分析的
性格は、観光学の研究対象が「観光とそれに関連する諸事象」（岡本伸行、2001））という
ことであるとすれば、その観光事象（複合的事象）にアプローチする枠組みは「学際性」
（諸科学の協働と連携）による総合化への協働という性格を持たざるを得ない。図－1で示
したような諸科学がすべて協働し連携せよ、と主張しているのではない。そうではなくて
ある特有な視座から観光事象を構成する要素を摘出し、それを分析の対象に措定した場合、
その対象を分析する諸科学はある程度限定されてくる。つまり諸科学の協働・連携といっ
てもそこには濃淡がある。
３．観光学の方法
諸科学の協働と連携による総合とは、それぞれのディシプリン（諸科学）の視座と方法
から対象（観光とそれに関連する諸事象）に対してアプローチするだけなのではない。そ
れだけであれば協同（分析の役割分担）のレベルを出ない。なぜなら、学際性、総合性と
は、図－１で示したように、総合化に向けた諸科学の方法的＜脱構築＞が必要である。こ
こでの＜脱構築＞の含意は以下のごとくである。
第一に、自らの固有の視座と方法によって観光事象を分析する。
第二に、自らの視座と方法、そしてそれによる分析的成果と他の視座と方法による分析
的成果との＜対話＞を通して、それぞれの視座、方法、分析的成果を対象化しつつ対話の
成果を取り入れ、相互に組み替え、それぞれの視座、方法、分析的成果を豊饒化する。
図－1では各ディシプリン相互のマトリックスを示しているが、そこで意図したことは、
それぞれの固有の視座と方法を＜対話＞を通して対象化し、それぞれの固有の視座と方法、
分析的成果（＝観光の認識像）を更なる高みに組み替えていくことにある。それらがもし
一定水準に到達したとすれば、総合化した観光学がそれなりに確立したと言える。いま、
前記した岡本編のテキストを例にとれば、
（１）観光情報と観光情報産業（マーケティング）、観光と交通（交通経済学）、観光と消
費（社会学）のように各ディシプリンから観光事象を＜課題化＞（＝主題化＝問い）
している。
（２）摘出された課題を，まず自らの視座と方法で解き明かしている。
岡本編のテキストはここまでは十分行われている。しかしこのレベルで止まっており、
すなわち各著者達の役割分担の範囲に止まっている。したがってこのテキストで分析され
た成果は分析成果の＜共存＞の域を脱していない。分析された成果を集約し、総合された
分析的認識像には未だ至っていない。もちろんここでいう分析的認識像を一つにせよとい
うのではなく、課題化された観光事象に対応して複数あってもかまわない。
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４．学際化、総合化に向けた視座・方法・分析的認識像の再構成
（＝脱構築）
このように述べたにしても、現実の各ディシプリン相互の協働作業は決して容易ではな
い。しかしそのハードルを乗り越えなくては総合化による「観光学」の展望（方法的展開
を含む）などというものは見出し得ない。ここでは、総合化に向けたロード・マップを下
記のごとく提起したい。
（１）研究者相互の観光事象（主題化の調整を含む）の認識方法をめぐる＜対話＞。
（２）固有の視座・認識方法の再構成。
（３）それぞれの固有の視座・方法によって摘出された分析的認識像をめぐる＜対話＞を
通した調整・再構成（＝総合化）。
前記したロード・マップを研究者集団内部において具体的に進める、すなわち再構成
（＝脱構築＝総合化）を進めるためには以下の要件を充足する必要があり、それを図式化
したのが図－2である。
（１）＜対話＞を調整するコーディネーターの重要性とその必置。
異なる専門分野の研究者たちが一定の研究成果を産み出すためには、徹底した対話を
通しての視座・認識方法・分析的認識像の再構成が不可欠である。そのためには研究
面において広さと深さを有し、研究者それぞれが固有の視座・認識方法によって提起
した観光事象の分析的認識像を＜総合化された認識像＞に再構成する方向にリードで
きるコーディネーターを設置する必要がある。
（２）研究者たち相互における固有の視座・方法の＜脱構築＞に向けたと協働と意識の共
有化。
これらの作業を社会学的視座と方法を事例にして提起したい。
１）社会学の視座：構造化された個人と集団の関係を重視する視座。
２）社会学の方法：意味理解的、あるいは構造的分析の方法による社会的行為、社会関
係と集団、社会構造の分析。
３）固有の視座・方法の＜脱構築＞に向けたと協働と意識の共有化：
観光行為→観光行為分析に向けた社会学と他の諸科学（経済学、心理学等）との協
働・連携方法の＜対話＞→それに基づく観光事象の分析→他の諸科学による分析的
成果と社会学的分析成果との＜対話＞→＜対話＞を通しての新たな協働・連携方法
の開発（協働と意識の共有化の醸成）→＜対話＞を通しての社会学による分析的成
果と他の諸科学の分析的成果の相互の組み替え・取り込み（＝分析的認識像の再構
成）→総合化に向けた視座と方法の構築（＝脱構築）→諸科学の協働と連携による
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観光学の螺旋的展開・・・派生体：社会学的視座と方法の豊饒化、観光社会学の成
立。（図－2）
観光学の形成に向けたこのような展開は、もちろん多大の努力と時間が必要ではあるが
不可能な道程ではない。
５．観光行動の分析枠組み
岡本伸行編『観光学入門』（有斐閣アルマ、2001年）が教科書として比較的まとまって
いるのは、同じ観光学部の日常接する教員仲間ということもあるが、研究者相互の観光事
象の認識方法をめぐる議論（主題化の調整を含む）がかなり行われたと推測される。教科
書の各章（筆者の＜まなざし＞から重要と考えられる章に着目せざるを得ないが）を鳥瞰
して図式化したのが｢観光行動の分析枠組み｣である。（図－３）以下では、章の題目、執
筆者名は必要な限り明示するが、読者においてはぜひ岡本伸行編のテキスト原本を参照し
ていただきたい。図－３に基づき、観光行動の分析について説明するが、各章の執筆者の
意図を離れて構成しているかもしれない。それは観光学の構想に向けた筆者なりの考えが
込められており、場合によっては筆者の大いなる誤読ということでご了解をいただくこと
にしたい。
（１）観光対象を決定する行為（観光行動）において、まなざし（＝の形成・・・社会学
的、心理学的分析））に着目した点は興味深い。（安島博幸、2001）
（２）まなざし（＝身体的記憶の累積（感覚）と言語的記憶の統合）の形成。
年齢の累積（＝Personal History）の過程自体が＜生き方＞の、同時に＜感じ方＞の
形成である（＝身体的記憶の累積（感覚）と言語的記憶の統合）。これを社会的行為
論（社会学）の概念に置き換えると、＜まなざし＞は、社会化された欲求（マズロー
的欲求段階を想定＝実験心理学的検証は不可能であり、故に経験則の域を出ないが））
と価値（＝望ましさ）の統合が動機であり、この動機が喚起（動機付け）され、社会
的規範（社会的ルール）に沿って動機が充足される。社会的行為の累積による新たな
る＜まなざし＞（更なる身体的記憶の累積（感覚）と言語的記憶の累積）の形成（変
化）とは、加齢過程の中での経験の蓄積に基づく生き方・感じ方の変化ということに
なる。＜まなざし＞との対比でいえば、社会的行為の累積過程は、欲求と価値、社会
的規範を創り変えていく過程という動態的な対比になる。したがって観光行動は＜ま
なざし＞（生き方・感じ方）に規定され（社会的行為論では、観光動機＝欲求と価値）、
どの観光商品を選択（＝決定）するのかは＜まなざし＞（文化的枠組み）というフィ
ルターに依存する。
価値（＝望ましさ）が自然環境に置かれれば、観光行動への動機付けは、エコ・ツ
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ーリズム商品に志向し、それを選択する蓋然性が高くなる。
（３）観光者（行為者）は観光関連事業が提供する観光商品情報（点・線・面的情
報・・・サービス情報を含む）を＜まざし＞で取捨選択し（観光市場への参入）、そ
れに対する対価を支払う。ここに観光市場が成立する。
１）点情報・・・どこに、いつ、どのようなサービスで、いくらでというスポット情報。
２）線情報・・・自宅から観光地までの移動情報。
３）面情報・・・観光資源を網羅した観光紹介エリア・マップ情報。（佐藤喜子光、2001）
（４）観光関連事業者は絶えず資源の商品化に腐心し、観光情報を提供し、観光行動へと
動機づける。そして観光市場に参入した観光者の動機を充足すべく行動する（観光者
は動機の充足、事業者は利益の獲得）。他方で、観光関連事業者は、商品化された資
源に＜ただ乗り＞し、企業利益を上げる（二重の利益）。（稲垣勉、2001）岡本伸行編
『観光学入門』には、潜在的観光資源を観光商品として顕在化させる自治体・経済団
体・市民団体の共同による政策化（その政策立案・実施過程を含む）の分析が弱く、
それを分析枠組みに組み込む必要がある。もちろん自治体の主たる役割が存在する観
光商品の周辺整備（インフラ）であったし、現にそうである。
（５）観光者は、観光対象を観て、触れて、学び、そして観光対象に関わる人々（当該観
光地の住民を含む）と交流し、観光行動の目的を充足する。
（６）観光対象（観光商品化された資源）は観光行動しようとする＜まなざし＞に規定さ
れると同時に、観光関連事業者が提供する観光情報（商品情報による動機付けの喚起）
とのせめぎ合いになる。観光動機・まなざしが多様化するとパーソナル・ツーリズム
へ転換する契機となる。（Alternative Tourism・・・1980年代に起点）
岡本伸行編『観光学入門』の各章の論を踏まえ、かつ観光行動に焦点を当てて分析枠組
みを作成し、その説明を試みてみた。そこでは極めて興味深い成果が提起されており、総
合化された観光学への第1歩に位置づけられる。しかし図－２で示した行程をたどって総
合化された観光学には未だ途上にある。
６．小樽市の観光分析を通した諸科学の協働・連携の必要性の検
討
以下では小樽市の観光事象を、図―３の観光行動の分析枠組みに基づき、「観光振興と
まちづくり」として主題化し、それを分析する過程で一つの分析視座と方法（ここでは社
会学を指すが）ではいかに限界があるのかを明らかにし、したがって逆説的には、なぜ諸
科学の協働・連携が必要であるのかを明らかにしたい。
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前記した主題化を厳密に言えば、「小樽市の観光振興を中心としたまちづくり―人口、
雇用、財政への影響―」である。現在政府のまちづくり等の政策と連動して観光振興に
よるまちづくりが各自治体で推進されている。その核心部分は地域の経済成長（自治体と
いう区画された地域が主であるが）にある。観光による地域の経済成長が達成されれば、
地域内の他の部分にプラスの波及効果が生み出される、といういわば経済成長波及効果モ
デルである。ここでは観光振興による経済効果が人口、雇用、市財政にどのようなプラス
効果があったかを分析する。その過程で、社会学の視座と方法という個別科学からの分析
が何を分析できて､何を分析できないか、したがってどのような他の諸科学との連携が必
要かを検証する。このことがこの節の本来の主題である。
７． 自治体・商工団体・市民団体による観光振興の推進
（１） 小樽市の観光政策の推進―1980年代以降・・行政・商工団体・企業による推進
小樽市の観光振興の推進の始まりは1983年の景観条例の施行に起点を持つ。小樽市の経
済的発展は小樽港を起点とした環日本海貿易を中心とした商業の拡大によって支えられて
きた。したがって明治後期から昭和初期にかけて建設された日銀、あるいは拓殖銀行等の
金融機関、海運企業、商社、倉庫群等の石造りの建物が数多く残されている。更に1980年
頃までは港および倉庫群に隣接していながらほとんど活用されずに放置されてきた運河が
ある。観光商品化を目指した運河改修工事の南側運河・付帯施設が完成したのは1986年で
ある。この段階で小樽市の観光商品のコアがその姿を現す。この観光政策推進の背景には、
結論を先取りすることになるが、後述するように小樽市経済の衰退とそれに伴う労働市場
の縮小、人口減、それに追い打ちをかけた札幌経済圏への編入である。したがって、小樽
市行政、商工団体、市民の危機意識が観光による経済再生に向かわせたと言える。
1983年以降の小樽市を中心に実施されてきた観光振興策は下記の通りである。北海道全
体で言えることであるが、とりわけ小樽の冬期シーズンは雪が多く、通年観光が困難であ
った。もちろん小樽市郊外（天狗山、朝里川温泉）にスキー等のウインタースポーツ施設
はあるが、地元の市民向けスキー施設から必ずしも抜け出てはいなかった。それを是正す
べく通年観光化に向けた施策が「小樽雪明かりの路」の開催（1999年）である。（小樽市
産業港湾部観光振興室、2009）
１）「歴史的建造物および景観地区保全条例」（1983年）と歴史的建造物の指定（1985
年）・・・「小樽市の歴史と自然を生かしたまちづくり景観条例」（1992年）施行
（前条例廃止）。
２）南側運河散策路およびガス灯等の付帯施設の完成（1986年）・・・北側運河散策路
の完成（1990年）。
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３）運河倉庫群のライトアップ（1988年）。
４）第1回「小樽国際ガラス工芸フェスティバル」開催（1990年）。
５）第1回「小樽雪明かりの路」開催―通年観光に向けて（1999年）。
（２）観光計画｢新・いいふりこき宣言｣（小樽市経済部観光振興室、2006）
2006年に策定された観光計画｢新・いいふりこき宣言｣（2006年）の｢いいふりこき｣とは
北海道の方言であろうが、「人に良い格好をあえて見せる」の意味である。その宣言の論
点は下記のごとくである。1980年代からの小樽の観光振興に向けた施策推進の担い手が行
政、商工団体、一部市民団体・市民であったが、観光振興が定着し、拡大してきたことも
あり、担い手の裾野の拡大が必要となってきた。加えて、小樽市の人口減、高齢化により
市民団体・市民活動の停滞もあり、その再構築が必要となってきた。
観光客の入り込み数は、その時々の景気動向に左右される。後述するが、小樽市の観光
客数のピークは1999年であり、それ以降は減少してきている。とりわけ、近年の景気変動
は国内要因に規定されるだけではなく、経済のグローバル化に伴う国際化要因によって世
界規模で同時的に生じる。したがって宿泊型観光客の増加、外国人観光客の増加は容易で
はない。宿泊型観光客は札幌市に吸引されて増加傾向を見せていない。そうであるが故に、
一人あたり消費額の多い宿泊型観光客の増加を何とかしたい、ということであろう。外国
人観光客の多くを占める韓国、中国の場合も、2007年までは増加傾向にあり、それなりの
期待を持たせるものであった。しかし2008年中期以降に生じた世界同時不況で外国人観光
客数の大幅な落ち込みが現実のものなっている。
１）観光振興の担い手の多様化。
２）宿泊型観光客の増加。
３）外国人観光客の増加。
（３）小樽の観光資源―観光対象（資源の商品化）
小樽市は商工団体・市民団体・市民との協力で歴史的建造物、運河等を観光商品化すべ
く努力を重ねてきた。歴史的建造物・運河の改修・倉庫群を観光商品とする視点は、改修
に至る当時の歴史的経緯を分析する必要がある。なぜなら小樽市民にとって歴史的建造
物・運河の改修・倉庫群は日常生活の視界の中に埋没しており、外部的示唆がない限り小
樽市民が前記した潜在的観光資源を観光商品として見直すことは難しいからである。運河
の改修を中心とした観光商品化計画に対する賛成・反対の各市民運動の生起がかって小樽
に居住あるいは何らかの関係を持った人々からの働きかけが契機となったことは間違いな
いとしても、改めて検証する必要がある。
ひるがえって小樽を訪れた観光者の＜まなざし＞による観光商品の選択は各種の調査に
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より下記の4つに絞られる。観光客のこの＜まなざし＞は、統計的に集合化されて潜在的
観光資源を観光商品へと転轍する。観光行動は、運河を中心に歴史的建造物を周遊し、そ
の過程でガラス工芸製品を購入し、お寿司を食べ、海産物を購入し、宅急便で自宅に送る。
行政が整備したヨットを中心としたマリーナ（小樽市郊外の祝津・小樽築港）と観光客の
入り込みとの関連は改めて分析する必要がある。
観光振興策の狙いの一つに新たな観光関連産業の育成がある。小樽市においても、長浜
の「黒壁」と同様ガラス工芸業種・小売り業種の成長が見られた。これらの歴史的経緯を
検証する必要がある。なぜなら小樽市にはガラス工芸の苗床がどのように育ったのか、言
い換えれば、誰が、どのようなきっかけで育てようとしたのかの検証である。少なくとも
小樽にはかって漁網に装着する浮き球製造の零細企業（したがって技術、職人も）は存在
した。現在のようなガラス製品を創る芸術家、工芸家がなぜ、どのような経路で小樽市に
集積したのか、この問題に関する実証は、観光学ばかりではなく産業創造の視座からも極
めて興味深い。
１）運河を含む歴史的建造物（明治～昭和初期）。
２）ガラス工芸。
３）寿司・海産物。
４）マリーナ等の海。
（４）観光客数の動態
観光客の入り込み数（交流人口）がある水準に達し、持続性を有すれば、観光地として
成立（非日常生活圏）したと考えて良い。小樽市の場合、1999年の9,729.6千人をピーク
（100.0）とすれば、2007年には7,405.8千人（76.1）に減少している。宿泊外国人は約4万人
であり、その国別の観光客は香港・韓国・台湾・ロシア・中国である。
観光客の地域別では、道外69.5％、道内30.5％であり、リピーター客は道内95.9％、道外
51.1％である。この特徴は、小樽市の観光資源に対する観光客の＜まなざし＞が定着した
ことを示している。
観光計画｢新・いいふりこき宣言｣（2006年）において設定されている宿泊型観光客、外
国人観光客の増加目標は、宿泊型観光客１人あたり消費額が33,090円、通過型観光客のそ
れが16,683円から割り出されている。（小樽市経済部観光振興室、2004）宿泊客数は2000
年の790,200人（100.0）をピークに2006年695,900人（88.1）へと減少してきている。その
理由は多々考えられるが、団体ツアー客型、個人型いずれを問わず札幌宿泊の傾向が見ら
れる。その理由の第1は、小樽－札幌間が33.8kmしか離れていないことにある。ツアー客
は短期ツアー型が多いこともあり、小樽を観光した後バスで移動して札幌を観光し札幌に
宿泊することが可能である。また第2のそれとして、小樽の商品化された観光資源の立地
が地域的に限定されており、半日で周遊することが可能である。小樽を観光し、札幌市内
を観光した後に道内の他の観光地へ移動するパターンも多い。
ここでこれまでの分析結果を要約すると、行政・商工団体は1980年代に入って上記観光
資源を発掘・整備・活用して観光政策を推進してきた。その成果は、1999年をピークに入
り込み客数は減少しているが、2007年で7405.8千人が観光地小樽を訪れている。潜在的観
光資源の観光商品化は、リピート客の定着から見て、観光地小樽というブランド化、すな
わち観光客の＜まなざし＞を小樽に向けることに成功したと言える。
８．観光事業（観光振興）に伴う経済・雇用・人口のスパイラル
効果
観光振興の推進の狙いに地域内の経済成長（＝活性化）がある。一般命題として、観光
客の増加、域内消費の増加、観光関連産業の売上額の増加、新規産業の参入・成長、一方
で税収増に伴う財政効果、他方で労働市場の拡大（＝雇用の増加）、及び人口の増加であ
る。加えて、観光振興に伴う一般市民の意識・行動への正負の影響、すなわち肯定的・否
定的評価とそれに基づく行動である。この全体的な正の循環がスパイラル効果である。こ
の正のスパイラルが生じれば、地域の活性化がうまくいったとされる。小樽市の観光客数
は1999年のピークと比較すると減少しているが、2007年時点での入り込み客数は740万人
存在する。この観光客数を前提要件にしての産業連関分析は経済学者の協力がなければ困
難である。したがって2003年～04年に実施された小樽市観光経済事業所調査の既存データ
を利用するほかない。その調査によれば、
・観光関連産業の所得・消費効果
（１）観光客の消費総額・1,319億円により小樽市内に生じる観光関連産業の所得は401
億円。
（２）観光関連産業の所得401億円の所得波及による消費が368億円。
（３）観光客に関する観光関連産業の小樽市内所得とその波及による所得が520億円。
・原材料波及効果およびそれが産み出す所得・消費効果。
（１）観光客の消費総額・1,319億円により小樽市内に生じる観光関連産業の原材料購
入等の需要が489億円。
（２）全産業の原材料購入等が小樽市内に産み出す原材料波及効果が756億円。
（３）小樽市内の全産業に産み出す所得が158億円。
（４）原材料波及効果の所得波及による消費が224億円。
（５）原材料波及効果の所得波及が市内に産み出す所得が317億円。
したがって、観光客への売上高による所得波及および原材料波及効果の所得の総計は
837億円となる。また観光客の消費額1,319億円によって生じた観光関連産業の所得効果に
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よる消費額368億円、観光客の消費額1,319億円によって生じた原材料波及効果756億円、
原材料波及効果の所得波及による消費が224億円を総計すると、小樽市内で生じた総売上
高は2,667億円となる。
この数字の正確性が高ければ、「観光客数の増加は所得波及効果、消費波及効果を産み
出す」という命題が成立する。但し、この調査データはサンプル数1000，回収数242、そ
のうち観光関連企業は126である。この回収数ではある傾向を示すことができても、統計
的優位性は必ずしも担保できない。前記したデータは、観光振興は小樽市内の経済に一定
のプラスの影響を示している、ということにとどめたい。
経済への波及効果（＝経済成長）は雇用効果を産み出す。同調査によれば、18,499人
（2001年事業所統計60790人に対し30.4％）の雇用効果が存在したと推計している。回収率
が低いこともあり一定のプラス効果がある、という傾向値にとどめる。それは、次に分析
する小樽市の人口動態との関連で、前記した一般命題としての正のスパイラル効果が生じ
ていないからである。それでは観光振興と人口への波及効果の実態はいかなるものか。
小樽市の人口は1964年の207093人（100.0）をピークに、2010年・133604人（64.5、3月
末）と一貫して今日まで減少している。（小樽市の統計、2008）この人口減少の解決策と
して打ち出されたのが1980年代からの観光の振興である。小樽市の観光振興は市行政、商
工団体にとって極めて切実な問題であったことが理解できる。
ところで人口減少それ自体の要因を特定することはそれほど困難ではない。
（１）1985年以降の観光事業の推進にもかかわらず自然動態・社会動態とも負の相関に
ある。もちろん観光振興が実施されなければより人口減少を加速させたという議
論は成り立つが、それは不毛である。労働市場の拡大に伴う雇用効果があったと
いうことを認めるにしても、事実はそれを上回る社会動態の減少、そして自然減
である。
（２）小樽市は1987年に自然減市となったが、より規定的要因は札幌市の拡大（188万
人）および札幌市を軸とした札幌経済圏の形成・拡大（道央地域・340万人）に
伴うそれへの組み入みである。北海道の総人口が約540万人（2009年）であり、
札幌経済圏に道内人口の63％が集積している。札幌市は道庁の所在地であり、国
の出先機関（北海道開発局等）、大手企業の支店、そして札幌を本店とする建設
業、金融機関それらを支える卸・小売り、サービス産業、教育機関等が多数立地
している。若年層向けの労働市場の拡大は道内各地域から、そして小樽からも吸
引する。
この点については札幌市の産業構造および労働市場と小樽市の労働力移動の関係に関す
るより詳細な分析を必要とする。なぜなら小樽市の観光入り込み客数は1999年度をピーク
に減少している。そのピーク時に社会動態の転出も最大になっている。これだけを見れば、
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入り込み客数と転出数は逆相関の関係にあるからである。言い換えれば、入り込み客数の
増加と小樽市の人口減は関係がない。この状況は栃木県の旧日光市、旧藤原町、塩原町に
おいても一貫して見られ、他の観光地を抱える地域においても同様の事態が生じているこ
とから、観光振興が過疎化の歯止めには必ずしもならないと言える。
９． 観光関連産業における雇用、所得効果の限界性
前記したように、観光振興が小樽市内の経済に一定のプラスの影響を示している。他方
で、小樽市の若年労働力（進学等で転出する者も含むが）の流出に歯止めをかけることが
できない。ここでは、その事態を観光関連産業との関係で具体的に検討する。
商業統計から見た小樽市の商業は次のような特徴を有する。
（１）商店数、従業員数、販売額（1988～91年度のバブル期を除く）と入り込み客数は
逆相関の関係にある。
（２）店舗数が多く、店舗あたりの売り上げが小さい。店舗あたりの従業員数が道内他
都市と比べて少ない（6.09人）。
このことから、観光関連産業の中軸である商業が十全な雇用力を持ち得ていない。むし
ろ観光客の増加にもかかわらず商業店舗が減少しているという事実である。この事実を労
働実態調査（2008年度）に基づき観光関連産業（卸・小売り、飲食店・宿泊業、サービス
業）の状況について検討してみる。
表－１より観光関連産業の労働者の就業形態、賃金を見てみると、下記のような特徴が
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表－１　観光関連産業の状況
卸・小売
飲食店・宿泊業
サービス業
全従業員数
パート賃金
卸・小売
飲食店・宿泊業
サービス業
全体
正規従業員基本給
卸・小売
飲食店・宿泊業
サービス業
65.0％
683人
47.2％
133
43.8％
840
67.0％
男性　934円　　女性　832円
 208,417円
 211,313円
 201,761円
35.0％
368人 1051
52.8％
149 282
56.2％
1,078 1918
33.0 11,037
751円（時間給）
726円
736円
正規従業員 非正規従業員
摘出される。
（１）観光関連産業における正規・非正規従業員比率は小樽市内の他業種と比較して非正
規従業員比率が高い。但し全国と比較すれば、卸・小売りは非正規が42％、飲食・サ
ービスの計が73.3％（勤労統計調査、2010年度）であり、小樽市の非正規比率は低い。
（２）パートタイム従業員の時間給が他業種と比較して低い。
（３）正規従業員の基本給が他業種と比較して低い。なお、前記した勤労統計調査では、
卸・小売りの所定内給与が303,282円である。基本給と所定内給与は一概に比較でき
ないが、小樽の方がかなり低いと考えられる。
結論的に言えば、観光関連業種に働く従業員は、小樽市内の他の業種と比較して非正規
従業員が多く、かつ労働条件が劣位にある。早急な結論は避けるべきではあるが、観光関
連産業の労働条件等の＜魅力＞が小樽市の若年労働力を吸引できず、札幌等への流出に歯
止めをかけられないということになる。
10．観光事業の推進と小樽市財政への歳入効果
観光事業の推進と歳入効果の関連分析は詳細なデータを踏まえない限り困難である。小
樽市の財政の現状を要約すれば以下のごとく言える。
（１）2007年度の決算は13億円の赤字、財政力指数は0.477であり、全道10都市中9位であ
り、2007年度決算総額554.2億円である。これは同規模の人口数の他都市と比較して
決して財政規模としては小さくない。
（２）一般会計の歳入と歳出の状況は、
１）市民税収入のピークと観光入り込み客数のピーク時（1999，2000年度）が一致する。
したがって、入り込み客数の増加と歳入効果の関連は認められる。
２）2007年度市民税収入の内訳は、市民（個人）45億円、法人関連14億円、固定資産税
89億円である。
３）市民税収入は2000年度をピークに減少している。他方で2007年度一般、特別、企業
会計の連結決算の財政赤字は55.5億円に上る。
観光の振興（入り込み客数の増加）と歳入効果の関連は認められる。但し産業連関分析
を踏まえた法人からの税収効果に関してより綿密な分析が必要である。個人の市民税収入
も同様の分析が必要であるが、観光関連産業従事者の非正規労働者の比率が高く、所得が
総じて低いいことから、歳入効果については期待できないように思える。
財政赤字の主たる要因は、小泉内閣の三位一体の改革による地方交付税の減額であるが、
他方で小樽市の財政運営の厳格さの欠如によるところも大きい（小樽市財政部、2008年）。
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11．観光振興と一般市民の意識・行動への正負の影響
ここでは、小樽市の観光を軸としたまちづくりに小樽市民はどのような評価をしている
のかについて、小樽市民観光意識調査から検討してみたい。（（財）日本交通公社、2004年）
（１） 小樽市民の観光客増加および他の事項に関連する評価
小樽市民は観光客の増加について、現状程度30.4％、もっと増えても良いが67.8％、と
高く評価している。更に小樽市が映画、テレビで取りあげられ（ややそう思う、全くそう
思う、合計94.5％、以下特に断りがなければ合計値を指す）、小樽市の良さを多くの国民
あるいは観光客に知ってもらえたが90.3％、と高く評価している。小樽市内が観光客の増
加によって街が賑やかになったという評価が64.4％ある。
商店・飲食店・宿泊施設等の経済活性化につながったという評価は前期と同様の合計
58.9％である。いずれも市民は正の評価をしているが、観光関連産業の活性化については
他と比較して低評価である。雇用効果については48.5％で、市民の実感からはより低評価
である。
次に市民から見て観光客の増加が市民生活にマイナスの影響を与え得る事項な何か。交
通量の増加と路上駐車の増加については66.5％である。ゴミの増加による街の汚れは
39.5％であり、行政、事業者、観光客のマナーがうまく連携しているように思える。また
騒音についても18.1％と、市民生活への影響は少ない。
商品・飲食の価格上昇については、49.2％が肯定している。更に観光客向けの商店の増
加は58.7％である。観光客の増加は、市民生活向けの商店よりも観光客向けの商店が増加
し、価格も上昇しているとう評価である。
（２） 小樽市のまちづくりの方向
小樽市のまちづくりの方向について、76.6％が観光の街として発展することを希望して
いる。これとは反対の設問、観光よりも生活環境重視のまちづくりは67.1％である。この
2つの設問の回答をどのように解釈すべきかは困難であるが、市民の意識における分裂で
はなく、どちらも、というのが実態であろう。
小樽市の産業振興の在り様について、港湾と商工業の振興が52.4％、観光を中心とした
産業振興は52.9％である。前者はかっての小樽の産業状況であり、どちらかというと1960
年代に戻ることを意味している。現実的には困難であるが、意識の上では根強いものがあ
る。
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（３） 観光を通したまちづくりへの市民の参加意識
ボランティアガイドへの参加については30.5％であり、他の観光地域と比較する必要は
あるが、多くもなく少なくもない、という数値である。小樽市の穴場情報を観光客に伝え
たいが65.8％ある。他方で小樽の街の良さが観光客に伝わっていないが45.2％である。や
やまちづくりとは離れるが、観光客には伝わっていない小樽市民の＜まなざし＞が志向す
る小樽の良さ（＝潜在的観光資源）と観光客の＜まなざし＞との間には明らかに齟齬があ
る。この齟齬を埋めることができれば新たな観光資源の商品化が実現できる。
ところで街づくりについて色々な人と話したいは41.7％、街の行事やイベントへの参加
は38.5％、まちづくりについてもっと知りたいが54.8％である。きっかけがあればまちづ
くりに関わりたいが45.8％である。
この種の時系列的な調査が行われていないため（2008年の筆者による聴き取り調査では
入手できなかったという意味で）、小樽市民の観光に関連した意識の変化（評価を含む）
については判断できない。しかし観光を通したまちづくりへの参加意欲、観光客との交流
意識はかなりの程度存在する。これは明らかに観光振興が産み出した成果の一つであろう。
12．観光振興の経済、雇用、人口、財政､市民意識への影響に関
する分析と諸科学との協働・連携の必要性
ここではこれまで分析の結果を要約する。その過程で筆者が専門とする社会学の視座か
らの分析では限界があることを述べると同時に、その隘路を突破するためには、他の諸科
学との協働・連携が不可欠であることを示したい。
（１）観光振興策による観光関連産業の成長とそれに伴う労働市場の拡大は必ずしも連動
せず、人口減少の歯止めになっていない。若年人口の流出が大きく（小樽市自体が札
幌圏域に編入されているため、札幌の労働市場を中心に流出））、自然減都市にもなっ
ている。この限りでは、観光振興に伴う労働市場の拡大による人口増というスパイラ
ル効果はない。
（２）小樽市観光基礎調査において観光振興が雇用増をもたらしているという分析結果が
示されているが、観光関連産業、とりわけ商業の規模拡大につながらず、しかも観光
関連産業に従事する労働者の多くが非正規であり、賃金水準も低い。更に、観光関連
産業に従事する正規従業員の基本給も他業種と比較すると低い。
（３）市民税（歳入）と観光入り込み客数のピーク時とは正の相関が見られる。財政赤字
の要因は財政運営の厳格さの欠如と三位一体改革による地方交付税減額に対する見通
しの甘さが原因である。なお、法人関連の税収に限定して入り込み客数のピーク時と
正の相関が見られるかどうかは改めて分析する必要がある。
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（４） 観光学の学際性・総合化の視点から見て
観光入り込み客数と観光関連産業、小樽市域の全体的な産業連関への波及効果があ
ることを前提として、他の諸科学との協働なしには、この事例の問いに十全な回答を
することはできない。
１）観光振興の成功にもかかわらず大幅な人口減少を止まらせることのできないのはな
ぜか・・・小樽・札幌経済圏の労働市場の質量的な分析の必要性、労働力移動分
析・・・労働経済学との協働。
２）観光事業・観光関連産業の振興と財政投資・支援という費用対効果の関連のより詳
細な経済学的な分析、歳入効果に関する財政分析の必要性（小樽市の観光政策の妥
当性に関する分析）・・・財政学・観光政策・公共経済学、公共政策との協働。
３）観光振興（入り込み客数の増加）に伴う小樽市民の生活への影響・・・社会学。
４）宿泊型観光客数の減少に関する分析の必要性・・・観光政策・観光施設学・マーケ
ティング。
５）外国人観光客の増加に対する対応・・・多文化理解教育、外国語教育との連携。
注
（１）本論文の方法、分析枠等は2010年2月23日、観光資源活用研究会で発表し、会員の皆様方から
厳しい批判を踏まえて執筆したものである。なお、観光資源活用研究会は主に栃木県に在住し、
大学に在職する研究者、民間調査機関役員、県職員、産学官連携サテライトオフィス代表、在
野の研究者等の多彩なメンバーで構成されている。同研究会は、平均して月1回開催し、大学、
自治体等と連携し栃木県の観光問題を中心に研究発表､時にはシンポジュウムを行い、報告書等
を刊行している。
（２）小樽市の観光事例については、2008年10月23、24日に小樽市役所等で聞き取り調査を行い、そ
れを踏まえて、2010年4月22日の観光資源活用研究会で発表し、そこでの議論を基に執筆したも
のである。
（1） 安島博幸「観光と風景」岡本伸行編『観光学入門』有斐閣アルマ、2001年
（2） 佐藤喜子光「観光情報と観光情報産業」岡本伸行編『観光学入門』有斐閣アルマ、2001年
（3） 稲垣勉「観光消費」岡本伸行編『観光学入門』有斐閣アルマ、2001年
（4） 平成20年度版小樽市の観光、小樽市産業港湾部観光振興室、2009年
（5） 小樽市観光基本計画｢新・いいふりこき宣言｣、小樽市経済部観光振興室、2006年
（6） 小樽市観光基礎調査、小樽市経済部観光振興室、2004年
（7） 小樽市の統計、小樽市総務部総務課、2008年
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図－１　総合化に向けた観光学のマトリックスの事例
（実線，点線に強弱の関係あり）
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社会学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像
経済学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像
国家による産業政策的視座・方法にる観光事象の分析的認識像
自治体による政策的視座・方法にる観光事象の分析的認識像
心理学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像 
文化人類学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像 
建築学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像 
地理学的視座・方法にる観光事象の分析的認識像 
その他の諸学（人文諸科学を含む）
認識像の再構成（＝総合化）
（１）研究者相互の観光事象（主題化の
調整を含む）の認識方法をめぐ
る＜対話＞
（２）固有の視座・認識方法の再構成
（３）それぞれの固有の視座・方法によ
って摘出された分析的認識像を
めぐる＜対話＞を通した調整・
再構成（＝総合化）
＊総合化に向けたコーディネータの重要
性
＊研究者相互の＜対話＞を通した固有の
視座・方法の＜脱構築＞
図－２　総合化された分析的認識像の再構成に向けて
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図－３　観光行動の分析枠組み－観光者・観光市場（観光関連事業・観光対象）との関連で－
